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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

本来、企業とは社会的責任と公共的使命に裏打ちされた高い職業倫理観を持った経営者の手腕によって、その重要性が、自律的で意欲旺盛な
役職員に強調・明示・徹底されることで社会公器としての存在価値は高まるものであると考えております。当社はこの経営思想に基づいて、ステー
クホルダーの信頼に応えるために、社外取締役の充実により、経営の監視機能を強化し経営の透明性・健全性を高める一方、執行役員制度を設
けて重要方針の徹底と迅速・円滑な業務執行を図っております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１－２－４ 議決権の電子行使を可能とするための環境作りや招集通知の英訳】

当社の株主における機関投資家及び海外投資家の比率が低いことから、議決権電子行使プラットフォームについては、実施に係るコスト面を勘案
し現時点では採用しない方針であります。今後の株主構成の変化等の状況に応じて、採用の要否を判断してまいります。なお、インターネットによ
る議決権行使については導入する予定であります。

招集通知の英訳についても、海外投資家の比率が低いことから現時点では対応しない方針であります。今後の海外投資家の比率を勘案しなが
ら、対応の必要性を判断してまいります。

【補充原則３－１－２ 海外投資家への対応】

当社の株主における海外投資家の比率が低いことから、英語での情報開示については、実施に係るコスト面を勘案し現時点では対応しない方針
であります。今後の海外投資家の比率を勘案しながら、対応の必要性を判断してまいります。

【補充原則４－８－１ 独立社外取締役間における情報交換・認識共有】

【補充原則４－８－２ 独立社外取締役と経営陣・監査役との連携体制】

独立社外取締役はすべて監査等委員であり、監査等委員会において情報交換、認識共有を図っております。また、筆頭独立社外取締役の選定
はしておりませんが、常勤の監査等委員を置き、独立社外取締役が要請すれば経営陣との連絡・調整が図れる体制を整備しております。

【補充原則４－１０－１ 任意の諮問委員会の設置による指名・報酬などの検討に関する独立社外取締役の関与・助言】

当社の独立社外取締役の員数は２名であり、取締役会の過半数には達しておりませんが、それぞれ弁護士及び税理士としての専門的な見識を
活かして取締役会において意見を述べるなど、経営の透明性と客観性の向上に資する助言・提言を適宜行っております。当該体制により、独立社
外取締役を主要な構成員とする任意の諮問委員会は設置しておりませんが、取締役会の機能の独立性・客観性を十分確保できていると考えてお
ります。

【原則５－２ 経営戦略や経営計画の策定・公表】

【補充原則５－２－１ 事業ポートフォリオに関する基本的な方針や見直しの状況】

当社は、ローリング方式による3ヶ年の中期経営計画を策定し、営業利益、営業利益率の目標値を定めその達成に向けた施策を決算説明資料や
当社ホームページに開示しております。今後、自社の資本コストを十分検証した上で、収益力や資本効率の向上に向けた経営資源の配分方針等
についても分かりやすい説明が行えるよう取り組んでまいります。

また、事業ポートフォリオに関する基本的な方針や事業ポートフォリオの見直しの状況につきましても、取締役会で議論の上、分かりやすく示して
いけるよう努めてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４ 政策保有株式】

当社は取引関係の強化を目的に、政策保有株式として取引先の株式を保有しております。取引関係の強化によって得られる当社グループの利益
と投資額等を総合的に勘案しその投資可否を判断することを基本方針としております。毎年、取締役会において保有目的の適切性、保有に伴う便
益やリスクと資本コストの関係性等を検証し、保有の適否を判断しております。保有の妥当性が認められない政策保有株式については縮減を図り
ます。

なお、当社が保有する取引先の株式について、取締役会において保有の適否を判断した結果、2025年度は９銘柄すべて継続保有することといた
しました。

また、政策保有株式の議決権行使につきましては、株主価値の向上に資するものか否かを議案ごとに判断した上で行使しております。

【原則１－７ 関連当事者間の取引】

関連当事者取引については、社内規程によりあらかじめ取締役会での決議を必要としております。また、その決議には該当する役員を特別利害
関係者として、当該決議の定足数から除外した上で行っております。更に、当社及び子会社の役員も含め、関連当事者間の取引の有無を確認す
る調査を毎期実施しております。

【原則２－４－１ 中核人材の登用等における多様性の確保】



当社は、従業員一人ひとりが能力を最大限に発揮できるよう支援すると共に働き甲斐のある職場環境づくりに努め、年齢、国籍、性別等区別する
ことなく人材を登用し多様性の確保を進めております。また、意欲と能力のある優秀な従業員が平等に管理職登用への機会が得られるような人事
評価とキャリアプランを整備し実行しております。

女性の管理職登用については、「女性活躍推進法」に基づく一般事業主行動計画において、現在約22％である女性管理職の割合を2028年3月ま
でに25％以上とすることを目標としております。

中途採用者の管理職登用については、当社がキャリア採用を積極的に行っていることから現在管理職の多くが中途採用者であるため、中途採用
者に限定した目標は設定しておりません。

外国人の管理職登用については、現在実績はなく具体的な目標は設定しておりませんが、今後も中核人材の確保・育成に努めてまいります。

【原則２－６ 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は企業年金制度を採用していないため、アセットオーナーには該当しておりません。

【原則３－１ 情報開示の充実】

（１）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

当社の企業理念、経営戦略及び経営計画については、当社ウェブサイト等に開示しております。

（２）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

本報告書「Ⅰ．１．基本的な考え方」に記載しております。

（３）経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

本報告書「Ⅱ．１．【取締役報酬関係】〔報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容〕」に記載しております。

（４）経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員である取締役候補の選任に当たっては、人格ならびに識見ともに優れ、その職責を全
うできる候補者であることを基準としております。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者については代表取締役が取締役会に推薦し、取締役会で審議のうえ決定しております。

監査等委員である取締役候補者については、代表取締役が推薦し、監査等委員会の同意を得た上で取締役会にて決定しております。

取締役の解任については、法令違反をはじめ社内規程が定める禁止事項に該当するなど、当社の取締役に求める資質が認められなくなった場
合には解任することがあります。その場合、取締役会の決議により、株主総会に解任議案を付議することとしております。

（５）経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行う際の、個々の選任・指名についての説明

個々の取締役候補者の選任理由については、株主総会招集通知に記載しております。

取締役の解任議案を株主総会に付議する場合は、その理由を株主総会招集通知に記載することとしております。

【補充原則３－１－３ サステナビリティについての取組み等】

当社は、サステナビリティを巡る課題に対応することは中長期的な企業価値向上に資するものであるという認識のもとサステナビリティ基本方針を
策定し、当社ウェブサイト「会社情報／サステナビリティ基本方針」に開示しております。またサステナビリティ基本方針に基づき、ライフライン事業
者として当社事業に即した社会問題解決や環境に配慮した取り組みを行っております。具体的な取組み内容については、当社ウェブサイト「会社
情報／CSR活動」に開示しております。

人的資本への投資については、従業員一人ひとりが能力を最大限に発揮できるよう支援すると共に働き甲斐のある職場環境づくりに努めており
ます。

人材については、新卒採用および中途採用を継続的に実施し年齢、国籍、性別等区別することなく人材を登用し多様性の確保を進めております。
また、新入社員研修、階層別研修などの社内研修および社外研修の機会提供、資格取得支援などを通じて人材の育成に取り組んでおります。

知的財産への投資については、事業の性格上、特許等の知的財産への投資にはなじみにくいですが、ＬＰガス、ウォーターの配送で培ってきた物
流ノウハウや知見は当社の知的財産であると捉え、今後もお客さまのニーズにお応えするための物流機能を更に向上させてまいります。

【補充原則４－１－１ 取締役会の決定事項と経営陣に対する委任の範囲】

当社の取締役会は、業務執行の監督機能を担うとともに、法令上必要な決議並びに当社の経営に関する基本方針について、取締役会規程の定
めに基づき取締役会に付議し、重要な意思決定を行っております。

また、迅速・果断な意思決定を行う経営機関として経営会議を設置し、取締役会から委任を受けた事項については毎月1回開催される経営会議に
付議することとし、その委任の範囲を職務権限規程に明確に定めております。

【原則４－９ 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

会社法及び東京証券取引所が定める独立性判断基準に基づき、その独立性が確保されていることに加え、業務経験や知見等を十分に考慮のう
え独立社外取締役候補者を選任しております。

【補充原則４－１１－１ 取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方】

当社は定款で、取締役の人数は取締役（監査等委員である取締役を除く。）12名以内、監査等委員である取締役4名以内と定め、取締役会全体と
しての知識・経験・能力のバランス、多様性に配慮するとともに、的確かつ迅速な意思決定を行うのに適切な人数で構成することを基本的な考え
方としております。

取締役の選任に関する方針・手続きにつきましては【原則3-1】(4)に記載のとおりです。

また、各取締役の知識・経験・能力等を一覧化したスキル・マトリックスは、定時株主総会招集通知に記載しており、当該招集通知は東京証券取
引所および当社ウェブサイトに掲載しております。

【補充原則４－１１－２ 取締役の兼任状況】

取締役の他社での兼任状況については、株主総会招集通知、有価証券報告書にて毎年開示しております。

【補充原則４－１１－３ 取締役会の実効性についての分析・評価】

当社は取締役会の実効性を評価するため、すべての取締役に対し「取締役会実効性に関する自己評価」についてアンケートを実施し、その回答を
分析・評価しました。その結果、当社の取締役会は適切に運営されており、実効性が確保されていることを確認しました。

今回の評価結果を踏まえ、取締役会の更なる監督機能強化に向けて取り組んでまいります。

【補充原則４－１４－２ 取締役に対するトレーニングの方針】

当社は、取締役が求められる役割と責務を果たすことができるよう外部セミナーへの参加、社内研修の機会を設け、その費用については会社が
負担することとしております。新任取締役については外部の新任役員向けセミナーの受講を要請しております。社外取締役を招聘する際は、当社
の事業内容、経営戦略、財務内容等について個別に説明の機会を設けることとしております。

【原則５－１ 株主との建設的な対話に関する方針】

情報開示担当責任者として執行役員管理本部長を選任するとともに、IRグループをIR担当部署としております。株主や投資家に対しては適切な情



報開示に努め、決算情報をはじめとする企業情報を当社ウェブサイトに掲載し常時閲覧可能としております。個人株主からの面談要請については
可能な範囲で前向きに対応し、機関投資家からのIR面談や個別取材等の要望にも経理財務部と連携して応じております。対話の際はインサイ
ダー情報の漏洩防止を徹底しております。

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

記載内容 検討状況の開示

英文開示の有無 無し

該当項目に関する説明

※「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」について、取組みや検討状況を記載してください。

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応（検討中） 】

資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応については、自社の資本コストや資本収益性を分析・評価した上で、具体的な取組みを分
かりやすく開示できるよう経営会議や取締役会において検討を進めており、2026年６月を目途に公表する予定です。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社ＭＯＮＹ 2,228,700 11.83

株式会社ミナックス 1,559,800 8.28

中田　みち 1,486,980 7.89

敷地　みか 1,029,308 5.46

光通信株式会社 937,100 4.97

岩谷産業株式会社 860,000 4.56

稲永　紀 737,492 3.91

一般財団法人稲永修記念財団 588,000 3.12

日下みな 401,280 2.13

稲永佳久 385,480 2.04

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

上記「大株主の状況」は、2025年４月30日現在における状況を記載しております。また、当社は自己株式を1,969,874株保有しておりますが、上記
大株主からは除外しております。

割合は自己株式（1,969,874株）を控除して算出しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 4 月

業種 小売業



直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 16 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 11 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

谷口　五月 弁護士

枝村　和道 税理士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

谷口　五月 ○ ○ ―――

谷口五月氏は、弁護士としての豊富な経験と
専門知識を有しており、その専門的知見を当社
の経営に活かしていただくため、同氏を監査等
委員である社外取締役として選任しておりま
す。また、同氏は当社とは特別な利害関係はな
く、一般株主と利益相反が生じるおそれはない
ものと判断していることから、独立役員として指
定しております。

枝村　和道 ○ ○ ―――

枝村和道氏は、税理士としての豊富な経験・専
門知識及び他の会社の社外役員としての経験
を有しており、その専門的かつ幅広い知見を当
社の経営に活かしていただくため、同氏を監査
等委員である社外取締役として選任しておりま
す。また、同氏は当社とは特別な利害関係はな
く、一般株主と利益相反が生じるおそれはない
ものと判断していることから、独立役員として指
定しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会がその職務を円滑に遂行するため、その職務を補助する直轄の組織として内部監査室を設置し、専任の使用人を配置しており、当
該使用人の人事異動・人事評価等については、監査等委員会の意見を斟酌しております。また、当該使用人は監査等委員会の指揮命令下で職
務を遂行し、監査等委員以外の取締役からの独立性を確保しております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会は、会計監査人から監査計画、会計監査結果の報告を受ける他、必要に応じて適宜情報交換や意見交換を行うなど、緊密に連携
しております。

内部監査室は、監査等委員会の直轄組織として各部署及び子会社の所管業務が法令・定款、社内諸規程及び諸取扱要領に従い、適正かつ有効
に運用されているか否かを監査しております。監査結果は監査等委員会に報告するほか、適宜情報交換を行うなど緊密な連携を図っております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】



独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

当社は、会社法及び東京証券取引所が定める独立性判断基準に基づき、その独立性が確保されていることに加え、業務経験や知見等を十分に
考慮のうえ独立役員を指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

当社は、取締役に対し当社の企業価値向上に資するインセンティブを与えるとともに、取締役と株主の皆様との利益共有を図ることを目的として、
譲渡制限付株式報酬制度を2018年７月27日付で導入しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

事業報告及び有価証券報告書において役員報酬等の総額を開示しております。

なお、2025年４月期において連結報酬等の総額が１億円以上である者はおりません。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

１．基本方針

当社の取締役の報酬は、企業理念を実践する優秀な人材を取締役として登用できる報酬とすること、持続的な企業価値の向上を動機づける報酬
体系とすること、及び各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。

具体的には、取締役（非常勤取締役を除く。）の報酬等は、「基本報酬（固定金銭報酬）」「業績連動金銭報酬」及び「譲渡制限付株式報酬」により
構成し、非常勤取締役の報酬等は、「基本報酬（固定金銭報酬）」及び「譲渡制限付株式報酬」により構成するものとする。

２. 基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針(報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。)

当社の取締役の基本報酬は、役位、職責、在任年数に応じて、世間水準及び経営内容、従業員給与等とのバランスを考慮しながら総合的に勘案
して決定するものとし、支払方法は年額を12等分して毎月支給するものとする。

３．業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針(報酬等を与える時期または条件の決定に
関する方針を含む。)

業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績等に基づき支給する金銭報酬とし、各取締役の役職、貢献度等に応じて算出した額を賞与として毎年一
定の時期に支給するものとする。



非金銭報酬等は、譲渡制限付株式とし、割当てる株式数は、役位、在任年数等を勘案して決定するものとし、原則毎年一定の時期に付与するも
のとする。

４．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

取締役（非常勤取締役を除く。）の報酬等は、「基本報酬」「業績連動金銭報酬」及び「譲渡制限付株式報酬」により構成し、非常勤取締役の報酬等
は、「基本報酬」及び「譲渡制限付株式報酬」により構成する。これらの支給割合は、基本報酬の水準と安定性を基本に据えながら、役位、職責及
び業績等を総合的に勘案して設定するものとする。

５.取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬額は、取締役会決議に基づき代表取締役がその具体的内容について委任をうけるも
のとする。その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額及び各取締役の賞与の評価配分とし、取締役の助言を得たうえで代表取締役が決定す
る。監査等委員である取締役の個人別の報酬額は、監査等委員である取締役の協議によって決定する。

なお、譲渡制限付株式報酬は、代表取締役が報酬案を作成し、取締役会で取締役個人別の割当株式数を決議する。

【社外取締役のサポート体制】

内部監査室を監査等委員会の直轄の組織として設置し、その職務のサポートを行っております。監査等委員である社外取締役に対しては、取締
役会の資料を事前に送付し、必要に応じて議案の内容について説明や追加資料の提供を行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は監査等委員会設置会社であり、取締役会、監査等委員会、経営会議、執行役員会の各機関があります。また、経営陣の迅速な意思決定と
それに基づく業務の確実な執行を徹底する組織体制の確立を目的に執行役員制度を導入しております。

１．取締役会

取締役会は、８名の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び３名の監査等委員である取締役（うち社外取締役２名）で構成され、３ヶ月に１
回以上開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法制上の課題を含む重要な経営方針の決定を行うとともに、各取締役の業務執行状
況を監督しております。

また、取締役会は重要な業務執行の決定を経営会議に委任することで、意思決定の迅速化と監督機能の強化を図っております。

２．監査等委員会

監査等委員会は、３名の監査等委員である取締役（うち社外取締役２名）で構成され、常勤の監査等委員１名を選定しております。内部監査室を
監査等委員会直轄の組織として設置、指揮命令・報告体制を整備し、内部統制システムを活用した組織的な監査・監督を行っております。３ヶ月に
１回定例の監査等委員会を開催するほか、必要に応じて臨時監査等委員会を開催し、業務の執行状況、監査状況の確認を行うとともに、会計監
査人と連携して経営の適正な監督を行っております。また、取締役会に全ての監査等委員が出席するほか、常勤の監査等委員は重要な会議に
出席し、経営全般にわたる状況把握に努め、取締役の業務執行を監査・監督しております。

３．経営会議

経営会議は、すべての監査等委員でない取締役及び常勤の監査等委員である取締役（オブザーバー）で構成され、毎月１回開催するほか、必要
に応じて臨時経営会議を開催しております。その役割は経営の全般的な業務執行方針、経営に関する重要事項のうち取締役会に付議する事項
を決定する場であると同時に、取締役会から委任を受けた業務執行について協議・決定を行っております。

４．執行役員会

執行役員会は、原則として各本部及び部の執行を任された本部長・部長が協議する場として毎月１回開催しております。業務に係わる活発な議論
が行われると同時に、業務執行の進捗状況及び本部間の課題・情報共有の場として機能しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、監査等委員会設置会社制度を採用しております。委員の過半数が社外取締役で構成される監査等委員会を設置することにより、取締役
会の監督機能とコーポレート・ガバナンスの強化、更なる企業価値の向上につながるものと考えております。

また、経営陣の迅速な意思決定とそれに基づく業務の確実な執行を徹底する組織体制の確立を目的に執行役員制度を導入しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

直近の定時株主総会においては、開催日の20日前に招集通知を発送いたしました。ま
た、株主総会参考書類等の情報について、株主総会招集通知の発送日（2025年７月10
日）の２日前に当社ウェブサイトおよび東京証券取引所ウェブサイトに掲載し、電子提供
措置を開始いたしました。



その他
株主総会において、事業報告・経営方針等をスクリーンを使ってわかり易く説明しておりま
す。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

IR資料のホームページ掲載
当社ホームページ内にＩＲサイトを設置し、プレスリリース、ＩＲカレンダー、財務
情報等の情報公開を行っております。

IRに関する部署（担当者）の設置
専門部署として管理本部総務人事部にＩＲグループを設置、機関投資家・個人
投資家等の対応については、主にＩＲグループが行っております。

その他
アナリストや機関投資家からの申入れに対応し、個別ミーティングを実施して
おります。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

適時適切な情報の開示を確実に行う体制の整備を最優先課題として取組んでおります。

情報開示担当責任者を任命し、情報の発生から開示までの流れを定め、証券取引所が定
める開示規定及び金融商品取引法に沿った開示を励行しております。また、インサイダー
取引防止規則、情報システム管理規程、文書規程により内部情報及び個人情報の保護・
管理に努めております。その他、全社員の行動規範としての「倫理規程」を定め、社会的役
割と自己規律に対する意識の向上を図っております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社が取り扱うボトルウォーターの容器はリターナブルまたはリサイクル容器であります。
配送にはクリーンなＬＰガス車を使用しております。

また、次の自治体及び警察署と災害時の協定を締結し、地域の安全・安心の向上につな
がるよう積極的に取り組んでおります。

　※横浜市港北区・緑区・都筑区・青葉区、千葉県富里市、長野県大町市、都筑警察署（横
浜市）

2015年３月に横浜市より本業を通じて取り組んできた社会的事業活動が評価され「横浜型
地域貢献企業」に認定されております。

2015年４月からは事業所内保育事業を開始し、当社が運営する保育施設「ローズ保育園」
において当社従業員の子どもに加えて、地域の子どもの受け入れも行っております。

また、神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市が発行するグリーンボンド等のESG債への投
資も積極的に行い、これらの債券への投資を通じて、持続可能な社会の実現に貢献する
取り組みを推進しております。

その他

＜役員への女性の登用状況＞

当社の役員の数は11名であり、その男女別の内訳は男性９名、女性２名であります。

＜女性の活躍の取り組みについて＞

当社は、女性の活躍に向けた環境づくりの一環として、2010年11月に仕事と子育ての両立
支援を目的とした事業所内保育所を設置し、女性が継続的に勤務できる環境を整備してお
ります。また、2016年10月に女性活躍推進法に基づく「えるぼし」企業に認定され、最高ラ
ンクの認定段階３を取得しております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、内部統制システムを以下のとおり整備しております。

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社グループは、「経営理念」の浸透と法令遵守の徹底を経営の最重要課題と位置づけ、コンプライアンス体制に係る規程を整備するとともに、
当社にコンプライアンス委員会を設置し、当社グループのコンプライアンスの取り組みを横断的に統括・管理の上、定期的に取締役会及び監査等
委員会に報告する。



２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報については、文書（電磁的記録を含む。）を関連資料とともに「文書規程」「情報リスク管理規程」に則り、各業務
担当部署又は管理本部において適正に保存及び管理を行う。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）当社にリスク管理委員会を設置し、当社グループの経営にかかわるリスクを体系的に把握しそのリスクの評価を行う。

（２）「リスク管理規程」を定め、当社グループにおいて重大な事態が発生した場合の損害を最小限にとどめるための対策・手順を整備する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）取締役会を３ヶ月に１回以上開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、「取締役会規程」に基づく重要事項の決定並びに取締役の
業務執行状況の監督を行う。

（２）「経営会議規程」に基づき、取締役会から委任を受けた重要な事項については、すべての監査等委員でない取締役及び常勤の監査等委員で
ある取締役（オブザーバー）が出席する経営会議において迅速・果断な意思決定を行う。

（３）取締役会の決定に基づく業務執行を効率的に行うため、「組織規程」「職務分掌規程」「職務権限規程」において各々の職務及びその職務執
行手段を定める。

５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）グループ全社員の行動規範として定めた「トーエル倫理指針」を周知徹底し、コンプライアンス教育・啓発を実施する。

（２）内部監査室は、「内部監査規程」に基づき、当社グループの業務全般に関し、法令、定款及び社内規程の遵守状況、職務執行の手続き及び
内容の妥当性につき、定期的に内部監査を実施し、監査等委員会に対しその結果を報告する。また、内部監査により判明した指摘・提言事項の
改善状況についても追跡監査を行う。

（３）公益通報制度を踏まえたグループ内相談窓口の責任者を取締役の中から任命し、コンプライアンス逸脱行為防止に向けた体制を整備する。

６．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）企業集団として「トーエル経営理念」、並びに行動規範としての「トーエル倫理指針」を共有し、コンプライアンスやリスク管理などの理念の統一
を保つ。

（２）当社が一括して連結子会社の経理業務と人事業務における事務作業を代行処理し、日常的に不正・誤謬の発生を防ぐ。

（３）「関係会社管理規程」に基づき、グループ企業との連携を図る所管部署を設置するとともに、グループ企業に対し重要事項の事前承認及び定
期的な経営情報の報告を義務付ける。

７．監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人、及び当該使用人の取締役（監査等委員である取
締役を除く。）からの独立性、並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査等委員会がその職務を円滑に遂行するため、その職務を補助する直轄の組織として内部監査室を設置し、専任の使用人を配置する。当該
使用人は、監査等委員会の指揮命令下で職務を遂行するものとする。また、当該使用人の人事異動・人事評価等については、監査等委員会の意
見を斟酌するものとする。

８．当社及び子会社の取締役、使用人等が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制、及び監査等
委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

（１）当社及び子会社の取締役、使用人等は、会社に著しい損失を及ぼす恐れのある事実が発生したとき、又は当該取締役、使用人等による法令
及び定款に違反する重大な事実を発見したときは監査等委員会に直ちに報告する。

（２）当社及び子会社の取締役、使用人等は、監査等委員会から報告を求められた場合には速やかに必要な報告及び情報提供を行う。

（３）「内部通報および通報者保護管理規程」に基づき、監査等委員会へ報告をした者に対し当該報告をしたことを理由としていかなる不利益扱い
も行わず、当該報告者に対し不利益扱いや嫌がらせ等を行った者がいた場合には、就業規則に従って懲戒処分を科すことができる。

９．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る
方針に関する事項

　監査等委員が、その職務の執行について生ずる費用の前払又は償還等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該監査等委員の
職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

10．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）監査等委員会は代表取締役及び会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換を行う。

（２）取締役及び取締役会は監査等委員会による情報収集、監査等委員会監査に協力し、積極的な意思疎通を図る。

（３）取締役会は監査等委員会が必要な場合には、専門家（弁護士、税理士、公認会計士等）と意思疎通を図るなど、監査等委員会の円滑な監査
活動のための体制を整える。

11．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

（１）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　当社グループは、「倫理規程」及び「反社会的勢力排除規程」に基づき、市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対し、毅
然とした態度で対応し、いかなる名目の利益供与も行わず、その係わりを一切持たないものとする。

（２）反社会的勢力排除に向けた体制の整備状況

a．反社会的勢力への対応については、最高責任者を管理本部長、不当要求防止統括責任者を総務人事部長とし、不当要求防止統括責任者は
すべての不当要求対応窓口としてその対応を行う。

b．総務人事部に反社会的勢力排除に精通した経験者を社員として受け入れ、情報収集・管理に努めるとともに、外部の専門機関（警察、弁護士
等）との連携強化を図る。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

１．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　当社グループは、「倫理規程」及び「反社会的勢力排除規程」に基づき、市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対し、毅
然とした態度で対応し、いかなる名目の利益供与も行わず、その係わりを一切持たないものとする。

２．反社会的勢力排除に向けた体制の整備状況

（１）反社会的勢力への対応については、最高責任者を管理本部長、不当要求防止統括責任者を総務人事部長とし、不当要求防止統括責任者は



すべての不当要求対応窓口としてその対応を行う。

（２）総務人事部に反社会的勢力排除に精通した経験者を社員として受け入れ、情報収集・管理に努めるとともに、外部の専門機関（警察、弁護士
等）との連携強化を図る。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――
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適時開示体制の概要図 
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